
第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

本章では、自治体におけるAI・RPAに関する取組状況について解説する。

まず、自治体で活用されているAI・RPAの技術の概要や、取組事例を一覧で紹介する。

次に、国・民間企業・海外自治体の取組事例を紹介する。

最後に、ヒアリングを行った先行自治体の結果をもとに、自治体がAI・RPAを活用

する際に参考となる取組の特徴を整理する。

第 ３章　�自治体における�
AI・RPAに関する取組状況
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

第 １ 節　調査の概要

《ポイント》
4　�自治体、国、民間企業、海外自治体におけるAI・RPAに関する取組状況を把握

するために、ウェブ・文献調査を実施した

4　�先行自治体における取組の「概要」、「経緯」、「進め方」、「効果」、「苦労」、「今

後の展望」を詳細に把握するために、ヒアリング調査を実施した

１ ．AI・RPAに関する取組状況

本章では、AI・RPAに関する取組状況を調査した結果を示す。

まず、AI・RPAの全体像を把握するために、活用されている技術の概要や、取組事例を

一覧にまとめた（第 2 節、第 3 節）。

さらに、先行自治体の取組について「概要」、「経緯」、「進め方」、「効果」、「苦労」、「今後

の展望」を詳細に把握するために、 ９ 自治体（14事例）にヒアリング調査を実施した結果を

示す（第 ４ 節）。

調査の概要については、図表 ３ － １ のとおりである。

図表 ３ － １ 　AI・RPAに関する取組状況の調査の概要

調査方法 調査対象 調査項目 調査内容

ウェブ・文献調査
（第2節、第3節）

・自治体（79事例）
・国（10事例）
・民間企業（約300事例）
・海外自治体（28事例）

・概要
・文献
・関係機関のウェブサイト
・報道資料

ヒアリング調査
（第4節）

・�先行自治体�
（９自治体14事例）

・�概要、経緯、進め方、効果、
苦労、今後の展望

・�各自治体を訪問し、ヒア
リングを実施
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

第 ２ 節　自治体における取組

《ポイント》
4　�自治体におけるAI・RPAの取組事例は多岐にわたり、特にAIでは「音声認識」、

「チャットボット」、「データ解析」、「最適解表示」、「マッチング」、「画像分析」

など多様な種類がある

4　多く取り組まれている事例は「チャットボット」と「RPA」である

自治体におけるAI・RPAの取組は、2016年頃から本格的に広がりを見せ始めており、実

証実験が幅広い政策分野・業務分野で行われている。

また、2018年に入ってからは、実証実験を行っていた自治体の中で、本格的な運用に取り

組む自治体も出てきている。

１ ．自治体で活用されているAI・RPA技術の概要

AI・RPAの取組事例は多岐にわたり、特にAIでは、「音声認識」、「チャットボット」、「デー

タ解析」、「最適解表示」、「マッチング」、「画像分析」など多様な種類がある。

まずは、自治体で活用されているAI・RPAの技術について説明する（図表 ３ － ２ 参照）。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

図表 ３ － ２ 　 自治体で活用されているAI・RPA技術の概要

分類 技術 概要

AI

音声認識 音声データをテキストデータに変換

要約 テキストデータの要約

自動翻訳 ホームページに掲載する文章を外国語に翻訳

チャットボット

（住民等からの）問合せに自動で回答（専用アプリ・LINE・ロボット等）
＜チャットボットの事例：横浜市＞

出典：�横浜市資源環境局ウェブサイト、�
http://www.city.yokohama.lg.jp/shigen/（2018年12月14日閲覧）

インタビュー
ボット14 （住民等と対話形式で）アンケートを自動で実施

機体制御 ドローンの監視と自動制御

データ解析

事件・事故の予測

イベント時の人数の計測・人出の予測

災害発生を検知し、避難誘導活動支援

AIによる解析を行い、河川の水位を予測

人・交通の流れを分析

14　インタビューボットに関する詳しい説明は、本編巻末の「用語集」を参照のこと。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

分類 技術 概要

AI

最適解表示

（住民・事業者からの）申請内容の審査

要介護者のケアプランの作成支援

判断に必要な情報を提示（戸籍業務など）

マッチング

保育所入園を自動で割り振り

特定健診のタイプ別受診勧奨通知

結婚支援におけるマッチング

移住・定住希望者への移住・定住地域の提案

画像分析

離岸流の発生を予測

認知症の帰宅困難者等の捜索

ごみの排出量の割り出し

道路の損傷個所等の把握

交通量の調査

AI-OCR 手書きの申請書をCSVデータに変換

RPA RPA （入力・転記等の）作業の自動化

２ ．自治体におけるAI・RPAの取組事例

ここでは、自治体におけるAI・RPAの取組事例の概要を示す（図表 ３ － ３ 参照）。

事例については、本格的に運用しているものや、実証実験中のもの、実証実験を終了した

ものがある。また、自治体が実証実験の主体ではなく、実験フィールドの提供などで協力を

行ったものを含んでいる。なお、事例が多岐にわたるため、各事例の出典等の記載は省略した。

自治体で多く取り組まれている事例は「チャットボット」と「RPA」である。また、AI・

RPAを活用する自治体は、大規模自治体が多い傾向にあるが、小規模自治体でも過疎化な

どの地域課題解決を目指して取り組む例が存在する。

なお、図表 ３ － ３ で下線の自治体は、「第 ４ 節　先行自治体における取組」（p.58）で、さ

らに詳細な内容を調査した事例である。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

図表 ３ － ３ 　自治体等におけるAI・RPAの取組事例一覧（実証実験を含む）

分類 技術 政策分野 業務分野 自治体名 概要

AI

音声認識
行財政
運営

議事録作成
東京都港区、東京都奥
多摩町、滋賀県、大阪
府

会議・議会等の音声データをテキストデータに変換す
ることで、職員の議事録の作成にかかる負担を軽減す
る

音声認識・
要約

行財政
運営

議事録作
成・広報

徳島県

会議等の音声データをテキストデータに変換すること
で、職員の議事録の作成にかかる負担を軽減するとと
もに速やかな情報発信（公開）を可能とする。また、公
開されたテキストデータを閲覧者が指定する分量に自
動で要約し、住民がより受け取りやすい情報発信を可
能とする

自動翻訳
安心・安
全・快適

翻訳 東京都港区
ホームページに掲載する文章を、行政用語や港区特有
の用語に対応する形で外国語に翻訳する

チャット
ボット

安心・安
全・快適

問合せ対応 東京都港区
行政サービス等に関する情報について、外国人からの
問合せに自動で回答する（Facebook メッセンジャー）

子育て・
教育

問合せ対応

焼津市
子育てに関する制度について、住民等からの問合せに
自動で回答する

熊本県
県内全市町村の子育てに関する制度・行政サービス等
に関する情報について、住民等からの問合せに自動で
回答する

福祉・
保険

問合せ対応 佐賀市
国民健康保険・後期高齢者医療保険・国民年金などに
ついて、住民等からの問合せに自動で回答する（ウェ
ブサイト）

環境 問合せ対応

｢ごみサク｣利用自治体15、
墨田区、横浜市、福岡
市

ごみの分別について、住民等からの問合せに自動で回
答する

豊橋市
ゴミ出しについて、住民等からの問合せに自動で回答
する（スマートスピーカー）

神戸市
ごみ・環境に関する情報について、住民等からの問合
せに自動で回答する（ウェブサイト）

地域・
文化

問合せ対応

宇都宮市
移住・定住について、問合せに自動で回答する（専用
アプリ）

京都府南山城村
買い物の手配（計画中）やバスの運行状況に関して、住
民等からの問合せに自動で回答する（専用アプリ）

産業・
雇用

問合せ対応 姫路市　
姫路城に関する情報について、外国人観光客からの問
合せに自動で回答する

15　日本グリーンパックス（株）が提供している、自治体のごみ分別辞典ウェブサイトが作成できるサービス。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

分類 技術 政策分野 業務分野 自治体名 概要

AI

チャット
ボット

産業・
雇用

問合せ対応 徳島県
阿波踊りイベント、民泊の制度について、住民や観光客、
事業者からの問合せに自動で回答する（ウェブサイト）

都市基盤 問合せ対応 札幌市
市周辺の公共交通について、住民等からの問合せに自
動で回答する（LINE）

行財政
運営

広報 東京都渋谷区
区の基本構想周知のために作られたAI区民「渋谷みら
い」との会話を楽しみながら、住民等に基本構想に触れ
てもらう（LINE）

問合せ対応

｢AIスタッフ｣利用自治
体16

行政サービスに関する情報について、住民等からの問
合せに自動で回答する（専用アプリ）

郡山市
転入・転出届や戸籍謄本・住民票など、市民課に関連
する住民等からの問合せに自動で回答する

長浜市
市民課に関係する行政手続きについて、住民等からの
問合せに自動で回答する

尼崎市、三田市 住民等からの問合せに自動で回答する（LINE）

丹波市
行政が提供する情報のお知らせを行うとともに、住民
等からの問合せに自動で回答する（LINE）

北九州市
来庁者を案内するために、住民等からの問合せに自動
で回答する

埼玉県

来庁者を案内するために、住民等からの問合せに自動
で回答する（ロボット：来庁者との対話、表情認識、
感情分析などのコミュニケーションにかかわる機能を
搭載）

東京都 都税について、住民等からの問合せに自動で回答する

インタ
ビュー
ボット

都市基盤 アンケート 新潟市
公共施設マネジメントに関わる意見やニーズを把握す
るため、住民等と対話形式でアンケートを自動で実施
する

機体制御 都市基盤 農業・防災 東京都奥多摩町
山間地を飛行するドローンの監視と安全かつ安定した
自動制御を行う航空管制システムを開発する

データ
解析

安心・安
全・快適

防犯

京都府警、神奈川県警
過去に事件・事故が起きた場所や時間といったデータ
をもとに、事件・事故が起きやすい時間帯と場所を予
測する

警視庁　

イベント会場周辺にカメラを設置して人の流れを撮影
し、通行する人数の計測のほか、目的地に向かう人出
を進行方向から予測するシステムの開発に取り組んで
いる

16　（株）三菱総合研究所及び日本ビジネスシステムズ（株）により、35自治体での実証実験を経て開発した、30以上の業
務に対応する住民問合せ対応サービス。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

分類 技術 政策分野 業務分野 自治体名 概要

AI

データ
解析

安心・安
全・快適

防災

札幌市

地下通路の天井に設置した人流センサーが急激な通行
量の変化を読み取ることで災害発生を検知し、タブレッ
ト等の通信端末を介して、施設関係者間で災害情報を
共有し、避難誘導活動に役立てる

八王子市
水位データ及び気象データを取得・蓄積し、蓄積され
たビッグデータをAIにより解析することで、河川の水
位を予測する

産業・
雇用

観光 石垣市
観光地の人口密度のデータをもとに、人・交通の流れ
を分析することで、混み具合や渋滞の予測を行う

最適解
表示

福祉・
保険

介護

東京都北区
過去の介護給付費の請求データをもとに、事業者から
提出される介護給付費の申請内容が適正かどうか審査
（疑義データの検出）を行う

愛知県豊橋市、茨城県
過去の要介護・要支援認定されている方のケアプラン
や改善状況をもとに、ケアプランの一部を自動作成し、
ケアマネージャーを支援する

行財政
運営

問合せ対応
大阪市、大阪府泉大津
市

戸籍業務に関して、対応の難しい案件や経験の浅い職
員が対応する際に、判断に必要な情報を提示して職員
を支援・補助する

マッチ
ング

子育て・
教育

子育て さいたま市
保育所の入園希望者を自動で割り振る

【コラム：どの保育所に入所する？】（p.49）

健康・
医療

健康増進 加須市
特定健診対象者の受診履歴やレセプトの有無等を分析
し、未受診者にタイプ別の受診勧奨通知を送付する

地域・
文化

地域振興

埼玉県
結婚支援センターに登録している会員の価値観や希望
条件をもとに、相性の良い相手を紹介する

愛媛県
結婚支援センターに登録しているメンバーの特徴や好
みをもとに、マッチング案を自動で提示する

糸島市
移住・定住希望者に、年齢・世帯構成などの属性や希
望条件をもとに、AIが好みを学習してお薦めの移住・
定住地域を提案する

画像分析

安心・安
全・快適

防災 御宿町
過去の気象情報や波のデータをもとに、海岸に設置し
たカメラで撮影した映像から離岸流の発生を予測する

福祉・
保険

高齢者福祉 町田市

認知症の帰宅困難者等を、道行く人がスマホのアプリ
でプライバシーを配慮した画像を撮影でき、その画像
からAIが人物を判別して家族に知らせ、街全体で見守
りを行う

環境 環境 藤沢市
ごみ収集車にカメラを取り付け、撮影した画像からご
みの排出量を割り出す
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

分類 技術 政策分野 業務分野 自治体名 概要

AI

画像分析

都市基盤 土木

千葉市ほか

道路の損傷や白線のかすれ等を車載カメラの画像デー
タから把握し、情報を解析することで対応策の判断材
料とする

【コラム：道路の損傷を自動検知する】（p.50）

豊橋市

民間事業者の車両から取得された自動車走行取得デー
タ等を分析し、道路における潜在的な危険箇所を把握
し、道路の改修などを行うことで、交通事故発生の未
然防止を図る。

行財政
運営

統計 長野市
交通量の調査対象地域にカメラを設置し、通行人や車
両の数を自動で集計する

AI-OCR
行財政
運営

申請審査 東京都港区

利用者から受け付けた、手書きの「港区コミュニティ
バス乗車券発行申請書」をAI-OCRで読み取りCSVデー
タ化し、システムに自動入力する

【自治体の活用事例：港区のAI-OCR】（p.33）

RPA RPA
行財政
運営

定型作業

仙台市
ふるさと納税や庁内LAN運用に関する業務等について、
業務系システムへの入力や庁内メール送付等の業務を
RPAに代替させることで作業の自動化を行う

茨城県つくば市
市民税に関する業務について、基幹系システムへの入
力や納税通知書の印刷といった業務をRPAに代替させ
ることで作業の自動化を行う

笠間市
RPAが適用できる業務を調査・検討し、2019年度の本
格導入に向けての検証を実施する

東京都港区
「港区産前産後家事・育児支援サービス」等の7業務に
ついて、申請処理等の業務をRPAに代替させることで
作業の自動化を行う

鎌倉市、奈良市、枚方市、
廿日市市、東京都、長
野県

RPA 導入対象業務の分析やRPA 導入に伴う効果検証を
2018年度中に実施する

加賀市
時間外勤務の集計業務等について、集計やデータ入力
等の作業をRPAに代替させることで作業の自動化を行
う

一宮市
市民税に関する業務について、紙で提出された書類の
データ化と基幹系システムへの入力等の作業をRPAに
代替させることで作業の自動化を行う

大津市
国民健康保険の入力処理や勤務報告書の実績について、
データ入力等の作業をRPAに代替させることで作業の
自動化を行う

下関市
RPAが適用できる業務を調査・検討し、将来的な本格
導入に向けての検証を実施する
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

分類 技術 政策分野 業務分野 自治体名 概要

RPA RPA
行財政
運営

定型作業

福岡市

ふるさと納税、庁内照会に関する業務等の5業務につい
て、システムへのデータ入力やメールの送受信、帳票
印刷等の作業をRPAに代替させることで作業の自動化
を行う

宇城市
ふるさと納税に関する業務について、データ入力や帳
票印刷等の業務をRPAに代替させることで作業の自動
化を行う

那覇市
市民税に関する業務について、基幹系システムへの手
続情報入力等をRPAに代替させることで作業の自動化
を行う

茨城県
2019年度の本格導入に向け、県庁内の定型的な業務な
ど4業務を選定し、RPAの導入効果等を測定する

神奈川県
職員の通勤手当の認定業務や災害時の職員の配備計画
作成業務を対象に、RPA導入効果の測定や検証を行う

静岡県
地方交付税の算定や地方公務員給与実態調査等の業務
について、データ入力や照合等の作業をRPAに代替さ
せることで作業の自動化を行う

愛知県

財務システムにおける支払事務、所属メールの担当へ
の振り分け等の４業務を対象として、RPA導入効果の
検証と、導入に適した業務の選定方法、業務フローの
見直し手法等を検討する

大阪府
所属別職員の時間外勤務の集計・報告等の府庁内の事
務作業にRPAを適用し、導入効果や課題を検証する

和歌山県
税務関係の情報収集業務や調査統計業務等にRPAを適
用し、導入効果や課題を検証する
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

【コラム】どの保育所に入所する？

図表 3 － 4 　保育所入園を自動で割り振り

自治体における保育所の入所選考は、非常に時間と手間がかかる作業です。

申請者の優先順位や兄弟の状況など、様々な情報をもとに、自治体独自の選考基準

に基づいて慎重に決定する必要があります。

こうした課題に対し、入所希望者のデータを入力すると、希望者の割り振り案を短

時間で出してくれるシステムが開発されました。本事例は、図表 ３ － ２ や図表 ３ － ３

の技術でいうとAIの「マッチング」に分類されるものです。

システム開発時の実証実験に協力したさいたま市では、現在入所選考の割り振り決

定にあたり20人以上の職員が何日も作業をしています。実験では、その作業にAIを使

うことで、たった数秒でほぼ正確な結果が提示されたとのことです。

保育所の入所選考は、どの自治体にも共通するため、多くの自治体から注目を集め

ています。

出典：�富士通ウェブサイト「業界初！AIを搭載した『MICJET MISALIO 保育所AI入所選考』�
ソフト提供開始　千人規模の児童のきめ細かな保育所割り当てをわずか数秒で算出」�
http://pr.fujitsu.com/jp/news/2018/11/12.html（2018年12月14日閲覧）
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

【コラム】道路の損傷を自動検知する

図表 3 － 5 　道路の損傷個所等の把握

千葉市ほか数自治体が実施している「次世代型市民協働プラットフォーム"My City 

Report"」のプロジェクトでは、車載カメラで道路の路面を撮影し、その大量の画像デー

タを「機械学習」させたAI にチェックさせる実証実験が行われています。

AI に道路の損傷部分や損傷具合を検出させることで、人間が行う道路の点検作業を

効率化できるとともに、より安全に道路を利用できるようになります。

今回の実証実験では、千葉市に加え室蘭市、花巻市、品川区、沼津市、加賀市、東

広島市が参加しており、自治体ごとに異なる管理水準にも対応していくことも期待さ

れています。

出典：東京大学生産技術研究所関本研究室提供資料
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

第 3 節　国、民間企業、海外自治体における取組

《ポイント》
4　�国でもAI・RPAの取組が進められているが、本格的に活用している事例はほと

んど存在しない

4　�民間企業では、AI・RPAの取組が本格化している。また、自治体でも将来的に

活用できる取組がある

4　�海外自治体でも、AI・RPAは幅広く活用されている

１ ．国におけるAI・RPAの取組事例

国でも、AI・RPAの取組が進められている。

国がAI・RPAに取り組む際は各省庁が導入方針や計画を策定し、実証実験から始めるこ

とが多い。そのため現時点では、本格的に活用している事例はほとんど存在しない17（図表 

３ － 6 参照）。

図表 ３ － 6  　国におけるAI・RPAの取組事例一覧（実証実験を含む）

分類 技術 業務分野 組織名 概要

AI データ解析

防災・情報収集 総務省

情報通信研究機構（NICT）は、Twitterの投稿をAIで分析し、災害関
連情報を瞬時に取得可能なシステムを2015年から試験公開している。
さらにこれらの災害関連情報をわかりやすく要約するシステムも2016
年から試験公開している

保険 厚生労働省

2017年に公表された保健医療分野におけるAI活用推進懇談会報告書
において、我が国における医療技術の強みの発揮・我が国の保健医療
分野の課題の解決の両面から、AI開発を進めるべき重点６領域を選定
した

経済・情報収集 経済産業省
AI技術を活用し、Twitter、ブログから、仕事や景気、景況感に関す
る書き込みを抽出、「鉱工業生産指数（IIP）」予測や、日々の「景況感」
を推計し、「BigData-STATS」で試験公開した

17　ただし、近年のAI活用よりも前に、AIの実用化の取組は存在した。例えば、気象庁では1970年代から機械学習を用
いて高い予測精度を持ち、降水確率などの気象情報の発表を支援するシステムの開発を行っていた。また、警察庁や
防衛省ではAIを用いてデジタルフォレンジック（科学捜査）を行っている。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

分類 技術 業務分野 組織名 概要

AI

データ解析

建設 国土交通省

施工現場から収集されるビッグデータを、AIを用いて解析し、調達、
施工管理等の高度化の実現を図る。2018年度から2020年度にかけて
技術研究開発を進め、2021年度以降、現場へ展開・ソフトウェア開発
を行う

セキュリティ 防衛省
2018年度から2019年度にかけて、サイバー防衛にAIを利用するため
の調査研究を実施する

最適解表示

教育 文部科学省
2016年に公表した高大接続システム改革会議の最終報告にて、答案の
クラスタリング（類似した解答ごとにグループ化）などの業務にAIを
効果的に活用することへの可能性に言及した

税務 国税庁

2017年に税務相談や調査・徴収事務でのICT・AI等活用のイメージを
公表した。相談内容の分析と最適な回答の自動表示、コールセンター
の機能強化、税務調査の必要度・接触方法・要調査項目等の表示等を
AIで実現することを目指す

問合せ対応 特許庁
2017年4月、AI活用に向けたアクションプランを公表した。同年度問
合せ業務等について調査・複数の実証実験を実施した

画像分析 税関 財務省
2017年度から関税中央分析所において、X線検査装置の画像解析につ
いて、職員の負担軽減につなげることを目的にして調査研究を実施し
ている

RPA RPA 無線局監理 総務省
2019年1月より、無線局の免許申請等処理業務におけるルーチンワー
クの一部の自動化に向けて導入する

2 ．民間企業におけるAI・RPAの取組事例

民間企業では、国・自治体におけるAI・RPAの取組が本格化する前から取組を行ってい

る。その適用範囲も、第 ２ 章第 ２ 節「１. 民間企業におけるAI・RPAの実用化の状況」（p.23）

で記載したように、全ての産業分野に及んでいる。

民間企業におけるAI・RPAの取組事例については、ウェブ・文献調査を実施し約300件収

集した。その中から、①現在、自治体で実施していない取組で、②将来的に、自治体で活用

できる取組を、図表 ３ － 7 のとおりまとめた。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

図表 ３ － 7 　民間企業におけるAI・RPAの取組事例一覧

分類 主な技術 業務分野 組織名 概要

AI

音声認識

採用
（株）タレン
トアンドア
セスメント

音声認識や自然言語処理等の機能を備えるAIが応募者と対話で面接を
実施し、応募者の資質を分析して面接評価レポートを提供する

問合せ対応

エヌ・ティ・
ティ・コミュ
ニケーショ
ンズ（株）

コールセンターで受け付けた電話に対して音声認識を行いテキスト化
するとともに、あらかじめ登録したキーワード等から関連する回答候
補の一覧をオペレーターに提示する

データ解析

採用
（株）
FRONTEO

エントリーシートをAIで解析し、「自社で活躍している人材」と類似の
特徴を持つ応募者を、人による評価基準のブレもなく、スピーディー
に選出する

【コラム：公務員の採用】（p.54）

人事

（株）
FRONTEO

早期退職者の特徴を学習させたAIで面談記録などを解析し、離職リス
クの高い社員を抽出し早期にフォローすることで、社員の定着率の向
上を図る

（株）エクサ
ウィザーズ

AIによる人事データ分析により、採用候補者の合格予測や既存社員の
活躍予測など、人事業務の効率化をサポートする

問合せ対応

AI sales（株）
メールや問合せフォームで受け付けた、意見・要望を緊急度の高さに
応じて順位付けを行う

（株）オウケ
イウェイブ

既存のQ&Aやデータベース、特定の職場への問合せメールの文章から
FAQやカテゴリー案を自動作成する

情報収集
INSIGHT 
LAB（株）

英文で掲載されるWEB上のニュースを大量に収集し、ニーズに合った
重要な記事を自動的に抽出する

広報
（株）Faber 
Company

Webサイトの検索ワードのトレンド情報等を分析することで、検索
ユーザーが何を知りたがっているか（検索意図）を把握し、多くの人
に流入・閲覧してもらうための記事作成の手掛かりとする

最適解表示 庶務
（株）AIトラ
ベル 

出張における旅程や予算の条件から移動手段や宿泊先を検索し、過去
の出張データに基づき、最適な組み合わせを出張申請者に提示し手配
する。出張データを一元管理、分析し、出張費の適正化を図る
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

【コラム】公務員の採用

2018 年から、横浜銀⾏が採⽤試験の⼀部にAI を使っています。具体的には、エン

トリーシートをAI によって定量的に評価し、その評価結果を判断の⽬安として活⽤す

ることで採⽤活動の業務効率化を⽬指しています。

このように、⺠間企業における採⽤試験では、AI を活⽤する事例が増えてきてい

ます。

公務員の採⽤は、⺠間企業と⽐べて筆記試験が多くのウェイトを占めるなど、その

ままAI の活⽤を当てはめるのが難しい部分もあります。しかし、近年は⼈⼿不⾜もあ

り、優秀な⼈材の確保のために採⽤試験は多様化しています。そのため、将来的には

採⽤試験にAI を導⼊する⾃治体が出てくる可能性があります。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

3 ．海外自治体におけるAI・RPAの取組事例

AI・RPAは、海外自治体でも取組が広がっている（図表 ３ － 8 参照）。

海外自治体では、日本の自治体と同様に「チャットボット」の事例が多く、日本ではあま

り取組が行われていない「信号制御」や「交通渋滞予測」の事例が多く存在する。

米国の自治体では、民間企業の商用サービスを利用してAI・RPA を活用することが多く、

独自に作成・カスタマイズすることが多い日本の自治体の導入方法とは異なる。

図表 ３ － 8 　海外自治体におけるAI・RPAの取組事例一覧

分類 技術 業務分野 組織名 概要

AI

チャット
ボット

問合せ対応

【アラブ首長国連邦】ドバイ市
起業に関する許認可手続きや各種規制に関する情報につい
て、問合せに自動で回答する

【英国】ロンドン市エンフィール
ド・バラ

住民等からウェブサイト上に寄せられる相談への回答を自
動で提示する

【韓国】大邱市
パスポートに関する情報について、住民等からの問合せに
自動で回答する

【米国】カリフォルニア州ロサン
ゼルス市

住民等からウェブサイト上に寄せられる相談への回答案を
対応する担当者に自動で提示する

【米国】カンザス州カンザスシ
ティ市

行政サービスに関する情報について、住民等からの問合せ
に自動で回答する

【米国】ミシシッピ州
住民等からウェブサイト上に寄せられる相談への回答を自
動で提示する

【米国】ユタ州市民安全省・技術
サービス省

自動車免許試験の練習問題をスピーカーから学習者に問い
かけ、学習者が回答し、間違っている場合には正解を提示
する

データ
解析

防犯
【米国】ロサンゼルス市、
サンタクルーズ市

過去の犯罪発生情報のデータから、犯罪が起こりそうな場
所と時間を予測する

交通

【英国】オックスフォードシャー
カウンティ

様々なデータから道路の混雑状況を分析・予測し、渋滞発
生の可能性を道路管理者に事前に告知する

【米国】ヴァージニア州　ほか 信号変換制御を自動的に行い、渋滞を緩和する

【米国】カリフォルニア州レッド
ウッド市

磁気センサーで駐車場における車両の通行を検知し、その
データをもとに駐車場の利用予測を行い、最適な駐車場へ
誘導する

【米国】カリフォルニア州ロサン
ゼルス市

磁気センサーで得られた交通量のデータをもとに今後の渋
滞発生を予測した上で渋滞がより軽減するよう信号制御を
行う
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

分類 技術 業務分野 組織名 概要

AI

データ
解析

交通

【米国】サンディエゴ州
交通量などのリアルタイムデータをもとに信号を制御する
ことで渋滞の緩和につなげる

【米国】ワシントン州ベルビュー
市

信号のタイミングを調整することにより渋滞を緩和する

最適解
表示

問合せ対応

【英国】アイルズブリー・ベリー・
ディストリクト

スマートスピーカーを用いて問合せ内容を分析し、回答案
の候補を複数提示する

【英国】バーミンガム市コンタク
トセンター

住民等からの問合せについて、適切な回答案を職員に提示
する

資産管理
【豪州】ヴィクトリア州ケイシー・
シティ

保有資産の管理について、最適な配置についての案を提示
する

マッチ
ング

観光
【カナダ】アルバート州エドモン
トン市

旅行者の興味と予算に合わせて、お薦めの旅行先を分野(芸
術、文化、飲食、そのほかの見るべき場所)ごとに提示する

画像分析

防犯 【米国】ニューヨーク市
様々なデータ（SNS投稿、7,000台の監視カメラ画像など)
から、犯罪捜査に必要な情報を指令所に表示する

交通

【英国】ミルトン・キーンズ・カ
ウンシル

信号にカメラを取り付け、カメラの画像をもとに車両の混
雑状況を認識しできるだけ渋滞を軽減できるよう信号のタ
イミングを制御する

【カナダ】オンタリオ州トロント
市

駐車場に取り付けた防犯カメラの映像を解析して、駐車場
の空き状況を管理する

【米国】テキサス州サンアントニ
オ市交通・インフラ管理センター

車両検知装置や交通監視カメラから得られる情報を利用し
て信号を制御し、渋滞を緩和する

【コラム：交通渋滞を予測する】（ｐ.57）

【米国】各地（31州149都市)
交差点設置のカメラ映像から交通量を解析し、秒単位での
地域交通量の調整を可能にする

【マレーシア】クアラルンプール
市

道路等のカメラの映像を解析し、信号管理などを含め交通
の最適化を行う

RPA RPA
定型作業・
税務

【英国】セフトン・バラ歳入局
税金の支払・減免申請の受付業務について、職員がこれま
で実施していた作業の自動化を行う

【英国】レンフルシャーカウンシ
ル

徴税や各種手当給付業務について、職員がこれまで実施し
ていた作業の自動化を行う

【英国】ノース・ターンサイドカ
ウンティ

税金の支払い申請受付に関する業務について、職員がこれ
まで実施していた作業の自動化を行う
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

【コラム】交通渋滞を予測する

海外⾃治体におけるAI の活⽤事例として、多く挙がるのが「交通渋滞予測」です。

⽶国各地（31 州149 都市）で採⽤されている「InSync」というサービスでは、AIの「画

像分析」を活⽤し交差点につらなる⾞の列を把握し、信号の切り替えを⾏います。

その結果、信号待ちの⾞両数を半減した事例（サンディエゴ州）や、⾞両の⾛⾏時

間を削減した事例（テキサス州サンアントニオ市）があります。

⽇本では、交通分野におけるAI 活⽤が進んでいませんが、海外の事例によって有効

性が⽰されつつあります。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

第 4 節　先行自治体における取組

《ポイント》
4　�先行自治体として ９ 自治体14事例を選定し、ヒアリング調査を実施した（詳細

な内容は、「資料編」を参照のこと）

4　�背景・課題の特徴：まずAI・RPAで解決すべき背景・課題を認識し、背景・課

題に最も適したAI・RPAを活用している

4　�効果の特徴：活用するAI・RPAによって、効果は大きく異なる

4　�導入時の取組と工夫の特徴：「首長の方針」など ８つの取組と工夫がある

4　�本格導入に向けたハードルの特徴：「AI・RPAの管理」など ４つのハードルがある

1 ．先行自治体の選出

（ 1 ）選出方法

第 ２ 節「２.自治体におけるAI・RPAの取組事例」（p.43）の一覧から、詳細な取組の「概要」、「経

緯」、「進め方」、「効果」、「苦労」、「今後の展望」を把握するために、以下の方法で先行自治

体を選び、ヒアリング調査を実施した。

・AI・RPAにおいて代表的な事例であること

・�自治体で多く使われている技術であること（AIでは「音声認識」、「チャットボット」、

「最適解表示」など）

・自治体規模の大小に偏りがないこと

・「自動化」・「高度化」の機能※に偏りがないこと

選出方法

※「自動化」・「高度化」の機能については、第２章第４節「２. AI・RPAができること」（pp.36-37）を参照のこと。
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（ 2 ）先行自治体一覧

以上の選出方法から、 ９ 自治体14事例を先行自治体として選定し、ヒアリング調査を実施

した（図表 １ － 7 参照、再掲）。　

（再掲）図表 １ － 7 　ヒアリング調査（先行自治体）

分類 技術 政策分野 業務分野 自治体名 事例 実施日

AI

音声認識 行財政運営 議事録作成
東京都港区 議事録作成支援 2018/8/2

東京都奥多摩町 議事録作成支援 2018/10/5

音声認識・
要約

行財政運営
議事録作成・
広報

徳島県 議事録作成支援・要約 2018/8/14

チャット
ボット

安心・安全・
快適

問合せ対応 東京都港区 外国人向けチャットボット 2018/7/5

地域・文化 問合せ対応 京都府南山城村 御用聞きAI（チャットボット） 2018/9/11

産業・雇用 問合せ対応 徳島県

阿波おどりAIコンシェルジュ
（チャットボット）

2018/8/14

民泊AIコンシェルジュ
（チャットボット）

2018/8/14

行財政運営 広報 東京都渋谷区 AI区民「渋谷みらい」 2018/9/14

機体制御 都市基盤 農業・防災 東京都奥多摩町 ドローン制御 2018/10/5

最適解
表示

福祉・保険 介護
東京都北区 介護給付適正化業務支援 2018/9/3

愛知県豊橋市 ケアプラン作成支援 2018/10/10

行財政運営 問合せ対応 大阪府泉大津市 戸籍業務支援 2018/8/13

RPA RPA 行財政運営 定型作業
茨城県つくば市 業務の自動化（RPA） 2018/11/9

東京都港区 業務の自動化（RPA） 2018/8/2
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

２ ．先行自治体の取組概要

先行自治体の事例を、技術ごとに「概要」と「経緯（きっかけ・課題認識）」に分けて紹介

する。

さらに詳細な取組内容は、「資料編」の「資料 １ 　先行自治体における取組」に記載してい

るので、参照されたい。

①音声認識

音声認識のイメージとして、ICレコーダーやマイクで音声を拾い、システムが議事録を

自動作成することが挙げられる。

図表 ３ － 9 　音声認識のイメージ図（港区）
イメージ図

出典：�港区ウェブサイト「先進的なICT(情報通信技術)の活用」�
https://www.city.minato.tokyo.jp/ictsuishintan/20181011.html（2019年1月21日閲覧）�
をもとに作成

図表 ３ －10　先行自治体の取組概要（音声認識）

自治体名 概要 経緯（きっかけ・課題認識）

東京都
港区

【議事録作成支援】
会議等の音声データをテキストデー
タに変換することで、職員の議事録
作成にかかる負担を軽減する。

○きっかけ
・�港区では、ワーク・ライフ・バランスに配慮した区政運営を目
指した「みなとワークスタイル宣言」を行い、「働きやすい職場
づくり」を推進している。【働き方改革】
・�港区情報化計画の取組の一環として、テレビ会議システムやペー
パーレス会議システムも導入し、「業務効率化」と「区民サービ
スの向上」を目指している。【AI・RPAは課題解決のツール】
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

自治体名 概要 経緯（きっかけ・課題認識）

東京都
港区

・�港区では300を超える会議体が存在し、議事録作成に要する時
間が年間3,500時間を超え、職員の負担となっていた。【業務負
担の増大】
○課題認識
・�ICレコーダーに録音した会議の音声データを、職員が聞き取り
文字起こしを行っていたため、多くの作業時間を要していた。【業
務負担の増大】

東京都
奥多摩町

【議事録作成支援】
議会等の音声データをテキストデー
タに変換することで、職員の議事録
の作成にかかる負担を軽減する。

○きっかけ
・�2010年度の奥多摩町議場内における音響設備等改修により音響
精度が向上したため、議事録作成支援システムの導入を検討し
た。【判断精度の向上】、【AI・RPAは課題解決のツール】
○課題認識
・�従来は議事録（会議録）作成業務を速記者が行っており、業務に
かかる経費の削減と、本会議以外での特別委員会では職員自ら
文字起こしを行っていたため、議事録（会議録）作成業務に関す
る効率化が課題となっていた。【働き方改革】、【業務負担の増大】

②音声認識・要約

音声認識・要約のイメージとして、ICレコーダーやマイクで音声を拾い、システムが議

事録を自動作成し、さらにウェブサイトに公開した議事録をAIが瞬時に自動要約すること

が挙げられる。

図表 ３ －11　音声認識・要約のイメージ図

（例）１ 万字の会見の場合 

　　　・40％の要約設定で約4,000字に 

　　　・20％の要約設定で約2,000字に 

　　　AIが瞬時に自動要約する

イメージ図
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

図表 ３ －12　音声認識・要約のイメージ図（徳島県）

出典：�徳島県庁ウェブサイト「AI要約サービス」�
https://tokushima-ai.mediado.info（2019年１月16日閲覧）�
（注）上記は、徳島県知事の定例会見を要約した図である

図表 ３ －13　先行自治体の取組概要（音声認識・要約）

自治体名 概要 経緯（きっかけ・課題認識）

徳島県

【議事録作成支援・要約】
会議等の音声データをテキストデー
タに変換することで、職員の議事録
の作成にかかる負担を軽減するとと
もに速やかな情報発信（公開）を可能
とする。また、公開されたテキスト
データを閲覧者が指定する分量に自
動で要約し、住民がより受け取りや
すい情報発信を可能とする。

○きっかけ
・�先に取組を行っていた阿波おどりAIコンシェルジュ（チャット
ボット）が庁内外から注目を集めるなか、AI事業者の社長から
AI要約サービスの活用に関する提案がされたことである。【外部
との協働・実証実験】
○課題認識
・�これまで知事の定例会見をウェブサイトに公開するまでには、
多くの人手と時間がかかっていた。【業務負担の増大】
・�また、徳島県行政に関する情報発信を強化（特に速報版を発信）
することが課題となっていた。【情報の伝達】

・そのため、県民に影響力のある知事の定例会見を対象とした。
・�働き方改革として議事録（会見録）作成にかかる職員の負担を
軽減することも課題であったため、要約サービスに加えて、議
事録（会見録）の文字起こしを徳島県から事業者に提案した。【働
き方改革】
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③チャットボット

チャットボットのイメージとして、行政情報をパソコン・スマートフォンなどで、システ

ムが対話形式で自動回答することが挙げられる。チャットボットの機能として、質問内容を

自由に入力したり、予め設定された選択肢を選んだりすることで、利用者は24時間365日ど

こにいても気軽に質問することができる。

図表 ３ －14　チャットボットのイメージ図（徳島県）

イメージ図

出典：徳島県庁ウェブサイト「徳島で！民泊はじめてみる？！」（現在は実験終了のため閉鎖）
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

図表 ３ －15　先行自治体の取組概要（チャットボット）

自治体名 概要 経緯（きっかけ・課題認識）

東京都
港区

【外国人向けチャットボット】
港区における行政サービス等に関す
る情報について、外国人からの問合
せに自動で回答する。

○きっかけ
・�2016年度に区長が施政方針にて「ICT利活用を推進し区民サー
ビスを向上させる」旨を述べ、2017年度においてAIに着目した
取組を推進した。【首長の方針】、【AI・RPAは課題解決のツール】
○課題認識
・�港区は外国人居住者が多く（人口約26万人中、約２万人）、ニー
ズが高い情報を正確に提供する必要があった。【情報の伝達】

・�以前から、ウェブサイトや広報紙などで情報提供を行ってきて
いたが、さらなる区民サービスの向上を目指して外国人向け
チャットボットの導入を検討した。

京都府
南山城村

【御用聞きAI（チャットボット）】
買い物の手配（計画中）やバスの運行
状況に関して、住民等からの問合せ
に自動で回答する。

○きっかけ
・�南山城村では人口減少が続いており、村のニュータウンも60歳
代が多く高齢化が進んでいる。
・�また、村にはコンビニもなく買い物ができる場所が限られてお
り、自動車を保有していない住民や、独居老人が買い物難民と
なっていた。【社会的弱者の支援】
・�そのため、南山城村の出資で道の駅（（株）南山城が運営）を設
置し、買い物難民支援の仕組みづくりを目指していた。その中で、
事業者（（株）エルブズ）からAIの提案を受けた。【外部との協働・
実証実験】
○課題認識
・�社会福祉協議会で週１回の配食サービスを実施していたが、さ
らに買い物難民支援を進める必要性を感じていた。【社会的弱者
の支援】

徳島県

【阿波おどりAIコンシェルジュ
（チャットボット）】
阿波踊りイベントについて、住民や観
光客からの問合せに自動で回答する。

○きっかけ
・�徳島県では、地域課題の解決にICTを積極的に活用する取組を進
めており、知事も情報通信技術に関する関心が高かった。【首長
の方針】
・�そこに、AI事業者からチャットボットの活用に関する提案があ
り、徳島県民にAIを知ってもらいたいという意向もあったため、
話題性が高く外国語対応もある、阿波踊りの問合せ対応を実施
した。【外部との協働・実証実験】、【アンテナ人材の先導】
○課題認識
・�阿波踊りの開催時期には、徳島県でも電話などの問合せ対応を
行っており、スタッフ数や時間帯の制約があり、観光客に対す
るサービスの向上が課題であった。【情報の伝達】

・�また、外国語ができるスタッフ数も限られ、職員の業務負担も
大きかった。【業務負担の増大】
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自治体名 概要 経緯（きっかけ・課題認識）

徳島県

【民泊AIコンシェルジュ
（チャットボット）】
民泊の制度について、住民や事業者
からの問合せに自動で回答する。

○きっかけ
・�2017年9月の徳島県規制改革会議の提言において、「行政手続
きの簡素化」に向けてAIを活用する方針が示された。【首長の方
針】、【AI・RPAは課題解決のツール】
・�民泊事業が拡張されたが、住宅宿泊事業法や旅館業法など複数
の部署が関係しており、情報を一元的に提供するため、AIを活
用する方向となった。【情報の伝達】
・�また、阿波おどりAIコンシェルジュ（チャットボット）の実証
実験により、庁内外でAI活用への関心が高まっていた。【アンテ
ナ人材の先導】
○課題認識
・�徳島県では、「民泊の機運醸成」を行うために、民泊事業者が求
めている情報を分かりやすく提供する必要があった。また、問
合せに対する職員の負担を削減することが課題となっていた。
【情報の伝達】、【業務負担の増大】

東京都
渋谷区

【AI区民「渋谷みらい」】
区の基本構想周知のために作られたAI
区民「渋谷みらい」との会話を楽しみ
ながら、住民等に基本構想に触れても
らう。

○きっかけ
・�2016年に改訂した渋谷区の基本構想を区民に浸透させるキャン
ペーンを実施しており、その一環でAIのキャラクターを採用し
た。【AI・RPAは課題解決のツール】
・�キャラクターについては、幅広い世代（特に若い世代）への基本
構想の普及、都心にある渋谷区の特性を考慮して、渋谷区に住
民票をもつ７歳の男の子という設定となった。【情報の伝達】
○課題認識
・�今まで区民の声を反映させるには、パブリックコメントや説明
会があったが、一定の世代以上の意見が多かった。そのため今後、
若い世代を含めた意見を反映させることも目指して、チャット
ボットという対話（双方向コミュニケーション）ツールをLINE
上で活用することとした。【情報の伝達】
・�７歳の男の子という設定は、子どもたちにも基本構想に触れて
もらうことを意識しており、20年、30年後の渋谷区の将来を考
えるきっかけにしてほしいと考えていた。AI区民「渋谷みらい」
以外にも、小学生対象のワークショップの実施をキャンペーン
事業の中で行っている。
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図表 ３ －17　先行自治体の取組概要（機体制御）

自治体名 概要 経緯（きっかけ・課題認識）

東京都
奥多摩町

【ドローン制御】
山間地を飛行するドローンの監視と
安全かつ安定した自動制御を行う航
空管制システムを開発する。

○きっかけ
・�奥多摩町では、企画財政課が中心となって、ドローン活用に関
して職員がアイデア出しを行う検討会議を実施していた。【アン
テナ人材の先導】
・�そこに、国立情報学研究所（NII）から共同研究の提案があり、
協定を締結した。【外部との協働・実証実験】
○課題認識
・�奥多摩町では、高齢化率が49%と全国平均より20ポイント以上
も高く、町中心部から遠い高齢者は「買い物弱者」になっていた。
【社会的弱者の支援】
・�農業は、特産のワサビなどの農作物への獣害対策の必要性があ
り、防災は、災害時における二次被害の防止や孤立地域への救
援物資の運搬といった災害救援活動が課題と考えていた。

④機体制御

機体制御のイメージとして、複数のドローンを同じ空域で衝突しないように運用すること

が挙げられる。

図表 ３ －16　機体制御のイメージ図（東京都奥多摩町）

イメージ図

出典：�国立情報学研究所（2017）「2017 年度 奥多摩町×国立情報学研究所�
『ドローンと機械学習を活用した社会インフラ適用に関する共同研究』小型無人機運航管理システムの実証
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

図表 ３ －19　先行自治体の取組概要（最適解表示）

自治体名 概要 経緯（きっかけ・課題認識）

東京都
北区

【介護給付適正化業務支援】
過去の介護給付費の請求データをも
とに、事業者から提出される介護給
付費の申請内容が適正かどうか審査
（疑義データの検出）を行う。

○きっかけ
・�北区では、高齢化率が東京23区の中で高く、要介護認定者や介
護サービス事業所が増加し、給付適正化業務が増加していた。【社
会的弱者の支援】
・�そのため、介護保険システム（申請受付などで利用しているパッ
ケージソフト）の事業者（富士通（株））に、給付適正化につい
てシステムを活用した取組を相談していた。そのところ、事業
者からAIを活用したシステムの提案があり実証実験を行った。
【AI・RPAは課題解決のツール】、【外部との協働・実証実験】
○課題認識
・�大きなきっかけは、介護施設事業者に対する指導監督業務を進
めてきたベテラン職員の退職であった。【ノウハウ継承】
・�そのため、指導監督業務の質を保ち給付の適正化業務を継続さ
せるとともに、いかに業務を効率化するかが課題であった。【業
務の的確さの向上】
・�また、職員数の減少や分掌事務の増加により、担当職員の業務
負担が増えている。【業務負担の増大】

⑤最適解表示

最適解表示のイメージとして、ベテラン職員等が時間をかけて対応していた難しい案件を、

ノウハウを蓄積したAIが瞬時に対応策や回答案を提示することが挙げられる。

図表 ３ －18　最適解表示のイメージ図（大阪府泉大津市）

イメージ図

出典：富士ゼロックスシステムサービス（株）提供
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

自治体名 概要 経緯（きっかけ・課題認識）

愛知県
豊橋市

【ケアプラン作成支援】
過去の要介護・要支援認定されてい
る方のケアプランや改善状況をもと
に、ケアプランの一部を自動作成し、
ケアマネージャーを支援する。

○きっかけ
・�市長が新技術の活用に関心があり、選挙公約でAIの活用を掲げ
たほか、職員への年頭訓示にも新技術を積極的に活用するよう
に指示していた。【首長の方針】、【AI・RPAは課題解決のツール】
・�そこに、事業者（（株）シーディーアイ）から共同研究の提案が
あり、協定を締結した。【外部との協働・実証実験】
○課題認識
・�豊橋市では、介護人材の不足や保険給付費の増大といった課題
があり、今後さらに介護ニーズの拡大と要介護度の悪化が予測
され、介護負荷の増大という課題を解決したいと考えていた。【社
会的弱者の支援】

大阪府
泉大津市

【戸籍業務支援】
戸籍業務に関して、対応の難しい案
件や経験の浅い職員が対応する際に、
判断に必要な情報を提示して職員を
支援・補助する。

○きっかけ
・�市の施政方針にはBPR（Business Process Re-engineering、
業務プロセスの改善・再構築を中心とした取組）の推進がうたわ
れており、その取組の１つとして、「先進技術の活用（AIやIoT
など）」が盛り込まれていた。また、市全体としても、AI開発企
業と「AIを活用して市民サービスの向上と業務の効率化を推進」
するための包括連携協定を締結している。【首長の方針】、【AI・
RPAは課題解決のツール】
・�そのため、戸籍業務を行う市民課でも業務改善を検討・情報収
集を行っていた。【アンテナ人材の先導】
○課題認識
・�大きなきっかけは、長年、戸籍業務を支えてきていたベテラン
職員の退職である。戸籍業務は専門的な知識が必要であり、ベ
テラン職員が必要となるが、市役所全体でも退職する職員が増
え、職員数は減少傾向にあった。【ノウハウ継承】、【業務負担の
増大】
・�また、市民対応においても人事ローテーションが短期化し、質
問が複雑化・多様化するなかで、誤った案内ができず、システ
ムを使った対策が必要だと感じていた。【業務の的確さの向上】、
【AI・RPAは課題解決のツール】
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

⑥RPA

RPAのイメージとして、人間が入力していたパソコン作業を、RPAが代わりに処理する

ことが挙げられる。

図表 ３ －20　 RPAのイメージ図（茨城県つくば市）

RPA導入前

RPA導入後

イメージ図

出典：つくば市（2018）「RPA を活用した定型的で膨大な業務プロセスの自動化共同研究実績報告書」
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

図表 3 －21　先行自治体の取組概要（RPA）

自治体名 概要 経緯（きっかけ・課題認識）

茨城県
つくば市

【業務の自動化（RPA）】
市民税に関する業務について、基幹
系システムへの入力や納税通知書の
印刷といった業務をRPAに代替させ
ることで作業の自動化を行う。

○きっかけ
・�つくば市では、2017年度から先端ICT技術を「市民サービスの
向上」及び「行政課題の解決」に活用する「つくば公共サービス
共創事業(通称：つくばイノベーションスイッチ)」を実施してい
る。【AI・RPAは課題解決のツール】
・�「つくば公共サービス共創事業」では、民間事業者と共同研究を
行っており、RPAについては、つくば市の顧問である筑波大学
川島教授より、RPA活用の提案を受けた。【外部との協働・実証
実験】
○課題認識
・�つくば市には大学や研究機関が多く所在するため、４月と９月
は特に住民異動が多く窓口が忙しい状況にあった。また、市民
税業務でも税申告受付時期である２月と３月に、次年度当初課
税事務に加えて窓口対応に追われていた。【業務負担の増大】
・�また、実証実験前に実施した「業務効率化に関する職員アンケー
ト」では、単純作業の負担が大きいとの意見が多く、長時間勤務
の一因になっていた。【働き方改革】
・�市民税業務でもシステムへの入力・確認作業が多く、単純・定
型作業について作業時間の短縮・効率化を図るとともに、ミス
が少ない正確な処理を実現しようとしていた。【業務の的確さの
向上】

東京都
港区

【業務の自動化（RPA）】
「港区産前産後家事・育児支援サービ
ス」等の７業務について、申請処理等
の業務をRPAに代替させることで作
業の自動化を行う。

○きっかけ
・�港区では全世代で人口が増加しており、年間約5,000人の増加
が続く見込みである。また、民間企業も多いため昼間人口も多く、
あらゆる分野で行政ニーズが増大している。【業務負担の増大】
・�そこで、ワーク・ライフ・バランスに配慮した区政運営を目指
した「みなとワークスタイル宣言」を実施し、情報化計画にも影
響を与えている。【働き方改革】
・�情報化計画の取組の一環として、テレビ会議システムやペーパー
レス会議システムも導入し、「業務効率化」と「区民サービスの
向上」を目指している。【AI・RPAは課題解決のツール】
○課題認識
・�港区では、働き方改革を進めていく上で、単純・定型業務にかか
る作業時間の削減に注目した。【働き方改革】、【業務負担の増大】
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

３ ．先行自治体における取組の特徴

本項では先行自治体の取組の中から、自治体がAI・RPAを活用する際に参考となり得る

事項を以下の観点から整理する。

（ 1 ）背景・課題

まず、先行自治体ではなぜAI・RPAに取り組んだのかを確認する。つまり、AI・RPAを

活用したきっかけ・課題認識を確認することで、AI・RPAで解決を目指す背景・課題を整

理した。

その結果、以下の ６ つの背景・課題が抽出された（図表 ３ －22参照）。

図表 ３ －22　先行自治体における背景・課題

No 背景・課題 内容

1 働き方改革 残業時間が減らず、繁忙期は激務となる

2 業務負担の増大 職員数が減少したが業務量は変わらず、負担が増大している

3 ノウハウ継承 ベテラン職員が退職するとノウハウを失ってしまう

4 業務の的確さの向上 業務によって高い正確性が求められる

5 社会的弱者の支援 高齢者等の社会的弱者の日常生活を支援する必要がある

6 情報の伝達 住民や観光客等が必要とする情報を適切に届ける必要がある

特に「働き方改革」、「業務負担の増大」、「情報の伝達」といった、「内部事務の効率化」が

課題となっている自治体が多かった。

また、「ノウハウ継承」が課題となっている場合は、業務経験が重要となる分野（例：大

阪府泉大津市の戸籍業務支援など）があり、「業務の的確さの向上」、「社会的弱者の支援」は、

特定の業務分野（例：東京都北区の介護給付適正化業務支援、京都府南山城村の御用聞き

AI（チャットボット）など）で課題となっていた。

（ 1 ）背景・課題

（ 2 ）効果

（ 3 ）導入時の取組と工夫

（ 4 ）本格導入に向けたハードル

先行自治体の取組を整理するための観点
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

以上のことから、先行自治体におけるAI・RPA活用の「背景・課題の特徴」を整理した。

（ 2 ）効果

次に、先行自治体がAI・RPAを活用することで得られた効果を確認する。

「音声認識」、「チャットボット」など、それぞれの事例で活用しているAI・RPAの「効果」

を、「背景・課題」とともに整理したものが、図表 ３ －23から図表 ３ －28である。

そして以下のとおり、先行自治体におけるAI・RPA活用の「効果の特徴」を整理した。

・先行自治体では、まずAI・RPAで解決すべき背景・課題を認識し、取組を進めている。

・背景・課題には、「働き方改革」、「業務負担の増大」、「ノウハウ継承」、「業務の的確

さの向上」、「社会的弱者の支援」、「情報の伝達」がある。

・自治体によって解決すべき背景・課題の優先順位が異なるため、背景・課題に最も適

したAI・RPA（AIでは「音声認識」、「チャットボット」、「最適解表示」など）を活用

している。

背景・課題の特徴

・活用するAI・RPA（AIでは「音声認識」、「チャットボット」、「最適解表示」など）に

よって、効果は大きく異なる。

・先行自治体の多くは実証実験の段階であるが、一定の効果がでている。

・特に「音声認識」、「RPA」は、「業務生産性の向上」などで大きな効果がでている。

・また「チャットボット」は、「住民サービスの向上」の面で多くの利用者からのアクセ

スがあり、利用者アンケートの評価も高い事例がある。

効果の特徴
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

①音声認識

図表 ３ －23　先行自治体における背景・課題と効果（音声認識）

自治体名 （1）背景・課題 （2）効果

東京都
港区

【議事録作成支援】

・働き方改革
・業務負担の増大

○効果
・�行政用語や港区独特の表現・地名に関する学習効果が出てくる
のは、これからである。【判断精度の向上】

・�しかし、１時間の会議に４時間かけていた議事録作成作業が、
議事録作成支援システム導入後は１時間以内で済むようになり、
大きな作業時間軽減につながっている。
○職員の感想
・港区は会議体が多いため、業務負担軽減では大きな効果がある。

東京都
奥多摩町

【議事録作成支援】
・働き方改革
・業務負担の増大

○効果
・�議事録（会議録）を製本するまでの時間が短縮され、職員の業
務効率が向上した。特に、特別委員会は職員が文字起こしを行っ
ていたため職員の業務量が大幅に削減した。
・�また、議事録をウェブサイトで早く公開できるようになった。【情
報の伝達】
○職員の感想
・�音声データのテキスト変換の精度は、音響設備等改修の影響や、
一人ひとりにマイクがあるため、一定の精度が得られていると
感じている。【判断精度の向上】

②音声認識・要約

図表 ３ －24　先行自治体における背景・課題と効果（音声認識・要約）

自治体名 （1）背景・課題 （2）効果

徳島県
【議事録作成支援・要約】

・業務負担の増大
・情報の伝達
・働き方改革

○効果
・情報発信の強化と働き方改革で大きな効果があった。
・�情報発信の強化では、従来公表していなかった議事録（会見録）
の速報版を、会見日にウェブサイトに公表している。また、確
報版の公表の日数も４日から２日に短縮された。結果、記者会
見関連ページへのアクセス数も約２倍に増加し、満足度も90％
を超えている。
・�働き方改革では、議事録（会見録）作成に要する時間が約５割軽
減されている。
○職員の感想
・�多くの利用者がAI要約サービスを使っており、高い評価が得ら
れたと考えている。また、アクセス数も増加したため、情報発
信力を強化できたと感じている。
・�また、職員の作業も一から文字起こしすることがなくなり、業
務の効率化と精神的な負担の軽減にもつながった。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

③チャットボット

図表 ３ －25　先行自治体における背景・課題と効果（チャットボット）

自治体名 （1）背景・課題 （2）効果

東京都
港区

【外国人向けチャット
ボット】

・情報の伝達

○効果
・�2019年1月からFacebookメッセンジャー機能を用いて本格運用
を開始したため、効果はまだ確認できていない。外国人のニーズ
を把握し、AIの回答の精度を高めていきたい。【判断精度の向上】
○職員の感想
・�港区では、2018年度を「港区AI元年」と位置づけており、業務
の効率化や区民サービスの向上に役立つものであれば、これから
も積極的に取り組む予定である。【AI・RPAは課題解決のツール】

京都府
南山城村

【御用聞きAI（チャット
ボット）】

・社会的弱者の支援

○効果
・�本格的に運用していないため、効果は未確認である。【費用対効
果の立証】
○職員の感想
・高齢者であっても、簡単に利用できるシステムである。
・�南山城村は職員と住民との距離が近く、村役場が頼りになるこ
とも多い。そのため、御用聞きAI（チャットボット）が新たな
情報共有やコミュニケーションの手段になることが期待できる。
【AI・RPAは課題解決のツール】

徳島県
【阿波おどりAIコンシェ
ルジュ（チャットボット）】

・情報の伝達
・業務負担の増大

○効果
・�３週間の実証実験期間中で、約4,300人から約21,000件の質問
が寄せられた。また、約91％の質問に回答することができ、利
用者の74%が回答結果に満足した。
○職員の感想
・�実証実験であるため、最初から効果を期待したわけではなかっ
た。【費用対効果の立証】
・�しかし、利用者数も想定以上であり、AI活用に関するイメージ
も得られた。また、阿波おどりAIコンシェルジュ（チャットボッ
ト）は庁内外から注目され、各部署への展開につながった。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

自治体名 （1）背景・課題 （2）効果

徳島県
【民泊AIコンシェル
ジュ（チャットボット）】

・情報の伝達
・業務負担の増大

○効果
・�約4,000人から約11,000件の質問が寄せられた。また、約
95％の質問に回答することができた。
・�結果として、民泊手続きの情報を一元的に24時間休みなく提供
でき、利用者が問合せに来庁する必要がなくなった。また、問
合せに対する職員の対応時間も削減できた。
○職員の感想
・�今回の実証実験では、費用対効果のみを目的とせず、徳島県と
して積極的にAIを活用するという政策目的で実施した。【費用対
効果の立証】
・�今後、民泊が普及し、さらに需要が高まれば、質問数も増加す
るため費用対効果も変化すると考えている。

東京都
渋谷区

【AI区民「渋谷みらい」】
・情報の伝達

○効果
・�2018年12月時点で登録者数は２万人弱、2018年7月の一か月
で実際に会話した登録者数は約２千人である。
・�LINE上で運用しているため若い世代からの意見もあり、多くの
利用者からのアクセスがある。
○職員の感想
・�基本構想を区民に浸透させることが目的であるため、さらに多
くの登録者数を増やしたいと考えている。
・�導入当初は、区民の代表のようなキャラクターになることを求
めていた。
・�今後は、多くの区民の方に知ってもらい、友だち登録者を増や
していく必要があると考えている。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

④機体制御

図表 ３ －26　先行自治体における背景・課題と効果（機体制御）

自治体名 （1）背景・課題 （2）効果

東京都
奥多摩町

【ドローン制御】
・社会的弱者の支援

○効果
・�ドローン制御システムは基礎研究の段階であるため、現時点で
具体的な成果はない。【費用対効果の立証】
○職員の感想
・�実用化はまだ先になるイメージだが、災害時の人命救助の部分
など将来的に活用が期待できると考えている。【判断精度の向上】

⑤最適解表示

図表 ３ －27　先行自治体における背景・課題と効果（最適解表示）

自治体名 （1）背景・課題 （2）効果

東京都
北区

【介護給付適正化業務
支援】

・社会的弱者の支援
・ノウハウ継承
・業務の的確さの向上
・業務負担の増大

○効果
・�過去の給付データ（約24万件）の中から、異常の疑いのあるデー
タ（249件）を検出できた。
○職員の感想
・�AIは、継続して人の手を加えることで判断精度が向上する。例
えば、指導実績データを更新することで、異常の疑いのあるデー
タ検出の精度が向上する。【判断精度の向上】

・�このように、AIは、多くの分野で業務の引継ぎ・ノウハウ継承
に活用できる可能性があるため、データ更新を重ねることによ
り人事異動のないベテラン職員を１名抱えることと同意である
という感覚がある。

愛知県
豊橋市

【ケアプラン作成支援】
・社会的弱者の支援

○効果
・�実証実験は短期間だったので、要介護度の改善など目に見える
効果は出ていない。【費用対効果の立証】

・�しかし今後、ケアプランの精度が向上することで、実際の利用
者である要介護認定者と家族に対する説明力や提案力が向上し、
ケアマネージャー間の知識共有がされるのではないかと考えて
いる。
○職員の感想
・�ケアプラン作成支援システムのケアプランの精度が仕様を調整
することで向上している。【判断精度の向上】
・�要介護度の改善などの効果は結果が出るのに一定の時間がかか
るため、引き続き検証を行っていきたい。実証実験では対象者
の数も70名程度であったため、母数も増やしていきたい。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

自治体名 （1）背景・課題 （2）効果

大阪府
泉大津市

【戸籍業務支援】

・ノウハウ継承
・業務負担の増大
・業務の的確さの向上

○効果
・�職員の質問に対して、正しい回答が得られるようになり、少し
ずつだが精度が向上している。【判断精度の向上】
○職員の感想
・�戸籍業務支援システムの完成度は上がってきたが、まだ実務で
利用できるレベルには到達していない。【費用対効果の立証】
・�最終的には、経験の少ない職員でも、様々なケースに対応でき
るレベルで、判断に必要な材料が迅速に取り揃えられることを
目指している。

⑥RPA

図表 ３ －28　先行自治体における背景・課題と効果（RPA）

自治体名 （1）背景・課題 （2）効果

茨城県
つくば市

【業務の自動化（RPA）】

・業務負担の増大
・働き方改革
・業務の的確さの向上

○効果
・�対象業務ごとに削減時間を計算し、RPAが得意な業務について
は平均８割の業務時間削減につながっている。
・�また、RPAの活用により生まれた時間で住民サービスに集中で
きるようになった。
○職員の感想
・�RPAは、単純・定型作業を効率化でき、大量の作業ほど効果も
大きくなる。
・�住民税業務では、法律に従って正確に処理を行う必要があり、
さらに特定の時期に入力・確認作業が多いため、RPAの効果が
特に大きい。
・�窓口対応が多い部署では、窓口業務や電話対応を行いながら、
システムに入力する作業を行っていたが、RPAを活用すること
で作業ミスの軽減につながった。

東京都
港区

【業務の自動化（RPA）】

・業務負担の増大
・働き方改革

○効果
・�「港区産前産後家事・育児支援サービス」に関する申請受付業務
は、年間約5,000件の申請があり、RPA導入により業務時間の
削減を見込んでいる。
○職員の感想
・�RPA導入業務によって業務軽減時間に差はあるが、効果が出て
いる。
・�そのため、他部署からもRPAを活用できないかという相談もあ
る。
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

（ 3 ）導入時の取組と工夫

さらに、先行自治体がAI・RPAを導入する際に、どのような取組・工夫を行ったかを確

認する。

AI・RPAを活用する意義については、第 ２ 章第 ４ 節「３.自治体がAI・RPAを活用する意義」

（p.37）で説明したように、「業務生産性の向上」・「住民サービスの向上」×「自動化」・「高度化」

の ４ 分類で整理することができる（図表 ２ －16参照・再掲）。

しかし、AI・RPAは先端技術であるため具体的な活用イメージが湧かず、自治体内で理

解や協力を求めることが難しいことがある。さらに、AI・RPAは自治体で活用され始めた

ばかりであり、導入時の取組方法について、確固たる方法論は確立していない。

こうした手探りともいえる状況の中で、先行自治体がAI・RPA導入時に行った取組と工

夫を整理した（図表 ３ －29参照）。

なお、具体的な取組内容については、「資料編」の「資料 １ 　先行自治体における取組」も

併せて参照されたい。

（再掲）図表 ２ －16　自治体がAI・RPAを活用する意義

（再掲）活用する意義
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

図表 ３ －29　先行自治体におけるAI・RPA導入時の取組と工夫の特徴

導入時の取組と工夫の特徴
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第３章　自治体におけるAI・RPAに関する取組状況

（ 4 ）本格導入に向けたハードル

最後に、実証実験の段階にあった先行自治体が、本格導入に向けてどのようなことをハー

ドルとして認識しているかを整理した（図表 ３ －30、図表 ３ －31参照）。

なお、具体的な内容については、「資料編」の「資料 １ 　先行自治体における取組」も併せ

て参照されたい。

図表 ３ －31　先行自治体におけるAI・RPA本格導入に向けたハードル

自治体名 事例 本格導入に向けたハードル

東京都港区 議事録作成支援 判断精度の向上

東京都奥多摩町 議事録作成支援 判断精度の向上

徳島県 議事録作成支援・要約 判断精度の向上

東京都港区 外国人向けチャットボット 判断精度の向上

京都府南山城村 御用聞きAI（チャットボット） 費用対効果の立証、AI・RPAの管理

徳島県
阿波おどりAIコンシェルジュ（チャットボット） 費用対効果の立証

民泊AIコンシェルジュ（チャットボット） 費用対効果の立証

東京都渋谷区 AI区民「渋谷みらい」 費用対効果の立証

東京都奥多摩町 ドローン制御 費用対効果の立証、判断精度の向上

東京都北区 介護給付適正化業務支援 判断精度の向上

愛知県豊橋市 ケアプラン作成支援
費用対効果の立証、判断精度の向上、匿名加工
ルールの整備

大阪府泉大津市 戸籍業務支援 判断精度の向上、費用対効果の立証

茨城県つくば市 業務の自動化（RPA） AI・RPAの管理

東京都港区 業務の自動化（RPA） AI・RPAの管理

図表 ３ －30　本格導入に向けたハードル

本格導入に向けたハードルの特徴
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